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洋上風力発電設備支持構造物の防食の設計と維持管理について，技術の現状と課題

を関係者間で共有するため，沿岸技術研究センターは 2020 年 11 月から電気防食工業

会と共同で，先行する海外の設置事例や技術的知見，また国内の港内における設置事

例等をふまえ，通常の港湾鋼構造物と異なる留意事項や参考となる技術情報を体系的

に整理することを目的とした研究を進めている．本稿では，この共同研究成果の一部

を報告する． 
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1. はじめに 

2050年カーボンニュートラルの実現に向け，国内に

おける洋上風力発電の導入が加速化している．洋上風

力発電設備支持構造物の設計や審査の観点においても，

発電事業者の負担軽減や審査期間の短縮等のため各種

技術的知見の確立が求められている． 

国土交通省と経済産業省は港湾法と電気事業法に基

づく審査手続きの合理化を図るため，2018年3月に「洋

上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説」1)（以

下，統一的解説という．）を策定・公表し，2020 年 3

月には再エネ海域利用法の施行にともないそれを改定

している．また，2021年4月からは，洋上風力発電設

備支持構造物に対する電気事業法のウインドファーム

認証と港湾法の適合性確認の合同審査も開始されてい

る．しかしながら，港外に大規模な洋上風力発電設備

を建設した事例が国内にはほとんどないことから，支

持構造物を対象とした腐食対策に関しても指針づくり

が急がれている． 

洋上風力発電設備支持構造物の防食の設計と維持管

理について，技術の現状と課題を関係者間で共有する

ため，沿岸技術研究センターは 2020年 11月から電気

防食工業会と共同で，先行する海外の設置事例や技術

的知見，また国内の港内における設置事例等をふまえ，

通常の港湾鋼構造物と異なる留意事項や参考となる技

術情報を体系的に整理することを目的とした研究を進

めている．本稿では，この共同研究成果の一部を報告

する． 

なお，統一的解説では，タワー，下部構造，基礎を

総称して支持構造物としているが，本稿では下部構造

と基礎を対象とし，タワーは含まないことに留意され

たい． 

 

 
 

図-1 洋上風力発電設備支持構造物 

2. 課題認識 

共同研究では，洋上風力発電設備支持構造物と国内に

おける港湾の鋼構造物との構造や設置環境の相違をふ

まえつつ，海外の知見の導入の観点から，防食上の主な

課題を以下のとおり整理した． 

・外洋の厳しい環境（波浪・潮流） 

・内面の複雑な腐食メカニズム 

・海洋生物の影響 

・漂砂，洗掘による摩耗や埋設部の変化 

・限定された供用期間（腐食しろを考慮） 

・海外規格，基準との整合 

・効率的なメンテナンス手法 

共同研究では，これらの課題に対して，国内外の技術

基準等とともに国内を主体に海洋構造物の防食実績，海

洋暴露試験の成果などから技術的な知見を収集し，その

内容をレビューした． 
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本稿では，主な課題の中から，「外洋の厳しい環境」，

「内面の複雑な腐食メカニズム」，「腐食しろを考慮」，

「海外規格，基準との整合」を取り上げる． 

3. 技術的知見のレビュー 

3.1 外洋の厳しい環境 

統一的解説では，洋上風力発電設備には，海水や雨水

による金属の腐食や漂砂の移動等による構造表面の摩

耗等を防止するため，適切な措置を講ずることが求めら

れている．また，洋上風力発電設備では自然状況等の諸

条件に応じて，金属の腐食およびその腐食速度を適切に

考慮するものとし，防食設計においては環境条件，耐用

年数，経済性，施工性等を考慮して，適切な防食工法を

選定することとなっている． 

港湾区域内の港湾鋼構造物に関しては，「港湾の施設

の技術上の基準・同解説」2)（以下，港湾基準という．）

や「港湾鋼構造物防食・補修マニュアル」3)（以下，防

食・補修マニュアルという．）により，防食に関する技

術基準等が既に確立しているが，洋上風力発電設備は，

港湾区域に限らず一般海域への設置も想定される．一般

海域では，沿岸部の港湾区域とは異なり沖合部，外洋の

厳しい海象・気象条件にさらされることから，防食およ

びその維持管理においても対応が求められる． 

共同研究では，一般海域にも適用できる技術的な知見

の収集を試みた．ここでは，電気防食の設計における防

食電流密度に関してその結果を述べる． 

防食電流密度とは，鋼構造物を電気防食するとき，そ

の電位を防食電位より卑（マイナス側）になるように分

極するために要する単位面積あたりの電流である．港湾

鋼構造物でよく用いられる流電陽極方式の電気防食の

設計においては，防食電流密度を基に必要な陽極数量を

算出している． 

港湾基準や防食・補修マニュアルでは，防食電流密度

が海域環境によって大きく変動するため，適切な値を設

定することとなっており，塩化物イオン濃度，溶存酸素

濃度，アンモニウムイオン濃度により汚染海域と清浄海

域に区分した，初期防食電流密度の標準値が規定されて

いる． 

表-1 港湾施設の初期防食電流密度 3)（mA/m2） 

環 境 海水中 海底土中部 

清浄海域 100 20 

汚染海域 130～150 26～30 

また，防食・補修マニュアルでは，水温との関係から

環境を区分し防食電流密度を規定している

NACE(National Association of Corrosion Engineers:

防食技術者協会[本部:米国])や DNVGL(Det Norske 

Veritas Germanischer Lloyd：ノルウェー・ドイツ船級協

会)の規格を海外の事例として紹介している．さらに，

一般海域で懸念されるような波浪や潮流の影響につい

ては，ISO(Intenational Organization for  

Standardization:国際標準化機構)規格等や建設省土木

研究所，(独)港湾空港技術研究所における試験結果等を

引用し，腐食環境が厳しくなるため大きい防食電流密度

が必要なることが解説されている． 

今後，洋上風力発電設備の支持構造物向けに一般海域

を含めた防食電流密度の標準値などを設定していくに

は，建設予定海域における仮通電試験や水質調査などの

成果と防食効果の検証が不可欠であるが，防食・補修マ

ニュアルでも引用されている土木研究所の研究成果は，

国内の港外におけるデータとして大きな示唆を与えく

れる． 

1991 年 3 月に土木研究所が(財)土木研究センターと

の共同研究成果としてとりまとめた「海域における土木

鋼構造物の電気防食指針（案）・同解説」では，外洋性

海域の防食電流密度を内湾性海域の標準値に対して波

浪影響を考慮した係数F（1.0～1.5）を乗じて設定する

こととしている．これは駿河湾で行った自然流電試験の

結果から，内湾に比べて常に波浪がある場所では，波の

影響によって分極がしにくいことが確認され，初期に十

分な電流密度が与えられないと満足する防食効果得ら

れないためとしている． 

表-2 一般海域の初期防食電流密度 4)（mA/m2） 

環  境 海水中 土 中 

一般海域 
内湾性 100 20 

外洋性 100×F 20×F 

備 考 
Fは，海域の波浪，潮流の程度に応じて1.0～

1.5までの範囲とする． 

また，潮流の影響については，室内試験と鳴門海峡で

の実海域試験の結果から，潮流速に対する防食電流密度

の標準値を規定している． 

表-3 特殊海域の初期防食電流密度 4)（mA/m2） 

環 境 海水中 

特殊海域 潮 流 

1 m/s 160 

2 m/s 230 

3 m/s 270 

3.2 内面の複雑な腐食メカニズム 

港湾基準では鋼材の腐食速度について，鋼管杭の内面

のように密閉された空間においては，酸素の供給が遮断

されることから腐食はないものと考えてよい，と解説さ

れている．防食・補修マニュアルにおいても港湾鋼構造

物の腐食環境区分において，鋼管杭の内面は，酸素や水

の移動や供給のない閉鎖系となるため，鋼材の腐食速度

は小さく，格別の設計上の配慮を必要としないことがそ

の使用実績からも明らかである，と解説されている．ま

た，NACE や ISO の海外規格においても密閉空間の腐食

に関して同様の記述がみられる 8),9) ． 

洋上風力発電設備支持構造物のうち，ジャケット構造

の部材内面は鋼管杭内面と同じ閉鎖系の環境と見なせ
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るので，防食は不要と考えられる．これに対してモノパ

イル構造は，ケーブルルートを確保するための開口部が

存在する可能性があるとともに，運転や維持管理のため

内部にアクセスすることも想定される．このため，完全

な閉鎖系と見直すことは困難である． 

 
図-2 運転や維持管理に必要な設備 1) 

DNVGLでは，こうしたモノパイル内面の環境をふまえ

て，水中部内面は被覆防食，電気防食，腐食しろまたは

その組合せによって保護すべきと規定している 6)． 

しかしながら，先行する欧州においてもモノパイル内

面の防食仕様は必ずしも確立されておらず，電気防食に

よって発生するおそれのある塩素，水素ガスの影響や土

壌によっては嫌気性バクテリアの影響なども考慮する

必要があろう．今後実績を積み上げることで，国内の設

置環境に適したモノパイル内面の防食仕様の標準化が

望まれる． 

3.3 腐食しろを考慮 

洋上風力発電設備の法定海域占用期間は最長30年と

なっており，この期間の腐食をある程度許容した腐食

しろを考慮することによって，ライフサイクルコスト

の低減につながるケースが想定される． 

 統一的解説では，防食工法の選定に関する基本的な

考え方として，供用期間の短い部材には防食工法は適

用せず，腐食しろによって腐食対策を図ってもよいと

されている．しかしながら，港湾基準や防食・補修マ

ニュアルでは，過去の事故事例や原則50年以上の耐用

年数の観点から仮設構造物を除き腐食しろは適用しな

いこととなっている． 

 洋上風力発電設備の支持構造物においても，腐食速

度が比較的小さい場合を除き，腐食しろのみで主要部

材の腐食対策を行うことは現実的ではない．被覆防食

や電気防食と併用することで，防食法の耐用年数以降

の期間や施工などの都合で無防食となる期間を腐食し

ろで補うことができれば，全体としてリーズナブルな

コストを実現できる可能性がある．ただ，腐食速度が

速く，変動の大きな集中腐食，摩耗作用（サンドエロ

ージョン・コロージョン），微生物腐食などが懸念され

る箇所ではそれに応じた適切な防食法を選定すべきで

ある． 

 腐食しろの設計では，適用される環境での腐食速度

の評価が必要である． 

 港湾基準や防食・補修マニュアルでは，既設の港湾

鋼構造物の調査結果等を基に，局部腐食を除く平均的

な全面腐食速度として，港湾における鋼材の腐食速度

の標準値を示している． 

表-4 港湾における鋼材の腐食速度の標準値 3) 

腐食環境 腐食速度（mm/y） 

H.W.L.以上 0.3 

H.W.L.～L.W.L.-1.0m 0.1～0.3 

海水中 0.1～0.2 

海底土中部 0.03 

また，DNVGL では洋上風力発電設備向けに気候区分

（表面海水温）ごとに，飛沫帯における主要構造部の

設計腐食速度の最小値を提示している．ここでは，年

間平均の表面海水温が 12℃以下の場合，外面の腐食速

度の最小値は0.30mm/yとしている 6)． 

腐食しろの設計に当たっては，こうした基準の腐食

速度を参照できるが，腐食速度は波浪，潮流，海水成

分などの設置環境に大きく依存するため，国内の洋上

風力発電設備の設置環境に合わせた腐食速度の標準値

の設定が望まれる． 

港湾鋼構造物以外の国内における海洋構造物の事例

として，ある固定式海上作業台では，飛沫帯の塗装部

に腐食速度を0.25mm/yとして算出した腐食しろが設け

られていた．さらに，海中部の電気防食部では，電気

防食後の腐食速度を0.15mm/yとして腐食しろを設定し

ていた 5)． 

しかしながら，国内の沖合部における腐食速度の調

査データは乏しく，今後洋上風力発電設備の設置実績

に応じて標準値を設定し，アップデイトしていく必要

があろう． 

3.4 海外規格，基準との整合 

我が国では，港外に大規模な洋上風力発電設備を建設

した事例はほとんどないが，海外では欧州を中心に洋上

風力発電の導入が進んでおり，技術規格等も広く整備さ

れつつある．今後，我が国においても洋上風力発電を広

く普及させるためには，こうした海外の技術的知見を積

極的に取り入れ，必要に応じて国内外の技術基準等の整

合化を図るべきである． 

電気防食の陽極に発生する防食電流は，図-3 に示す

ように初期に大きな値を示し，防食期間の経過とともに

低減して定常値に達する．そして最終段階では寿命とと

もに防食電流も尽きることとなる． 
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図-3 陽極発生電流の経時変化模擬図 3) 

図-4 に，流電陽極方式の電気防食について，国内外

の基準に基づく設計手順を示す． 

 

図-4 流電陽極方式の設計手順 

国内基準として港湾基準や防食・補修マニュアルによ

る設計手順では，初期防食電流密度と防食期間に応じた

電流低減率により平均防食電流を算出して陽極の寿命

を評価しており，防食期間の最終段階で残存する防食電

流には特に言及していない 2),3)． 

一方，DNVGLなどの海外規格では，初期，平均，最終

に防食期間を区分して防食電流密度が規定されており，

初期，平均に加えて最終段階でも規定値を満足すること

が求められている 6),7),8),9)． 

共同研究では，国内外の基準等に基づきモノパイル構

造の外面について流電陽極方式による電気防食の試設

計を行い比較したが，海外規格等の方が国内基準に比べ

て必要な陽極数量が多く算出された．各基準にはそれぞ

れ背景や思想があり，一概に適否を判断できるものでは

ないが，この結果には留意する必要があろう．また，い

たずらに各基準等の規定を混同して使用することは避

けるべきで，可能な限り統一感をもった合理的な基準等

の適用が望まれる． 

4. おわりに 

共同研究では，洋上風力発電設備の支持構造物に関

する防食技術の現状と課題を関係者で共有するため，

国内外の設置事例や技術的知見の収集を試みた．しか

しながら，国内の設置事例がまだ少なく，特に沖合部

や外洋における基礎的な技術データが乏しいことをあ

らためて認識させられた．今後，マニュアルや技術基

準を整備し，洋上風力発電設備支持構造物の防食技術

を確立していくためには，設置実績に合わせてこうし

た技術データを集約して蓄積できるしくみや制度の構

築が望まれる． 

なお，今回の共同研究の成果は，テクニカルレポー

トとして取りまとめ，公開する予定である． 
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